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家計サービス生産等を含む経済循環の考察＊ 

－家計サテライト勘定と SNA 中枢体系－ 
 

静岡産業大学経営学部教授  牧野 好洋 

 

はじめに 

SNA サテライト勘定は特定の分野に着目し、SNA の概念

を拡張、または勘定・項目を組み替えた統計である。例え

ば、家計における家事・育児・介護などへの従事、すなわ

ち無償労働及びそれらサービスの生産を対象とする「家計

サテライト勘定」、経済活動と環境負荷の相互依存性を対象

とする「環境サテライト勘定」、非営利団体の活動や規模を

対象とする「非営利サテライト勘定」が知られる。各サテ

ライト勘定は目的に応じて、生産境界の拡張や物的情報の

付加、勘定・項目の組み換えなどを行う。 

それらテーマを他の統計でなく、SNA サテライト勘定で

扱う利点のひとつは、サテライト勘定が捉える情報を SNA

中枢体系の勘定群と接合することにより、前者から得る知

見を後者が記録する経済循環につなげ、当該のテーマを部

分的でなく、一国の経済システムのなかに位置付け、体系

的な考察へと発展させることができることにある。 

私市光生（2022）「「家計サテライト勘定」の調査研究」

は、2016 年の家計を対象に、家計における「自己使用のた

めのサービス生産」及び「ボランティア活動によるサービ

ス生産」を捉える。前者（自己使用のためのサービス生産）

は家計における家事・育児・介護などのサービスの生産で

ある。後者（ボランティア活動によるサービス生産）は同

研究において、家計がそれをすべて行うものとし、組織は

それを行わないと仮定される。前者は同一家計がサービス

を生産・消費するのに対して、後者はある家計がサービス

を生産、他の家計がそれを消費するという点で性質が異な

る1。 

第三者基準に基づく一般的な生産境界はそれらサービス

の生産を含む一方、国民経済計算における生産境界はそれ

らを含まない。同研究は国民経済計算の家計勘定を、それ

らサービスの生産を含む拡張家計勘定へと発展させた。 

それ以前の研究は無償労働やボランティア活動を貨幣評

 
＊ 本稿は私市光生（2022）「「家計サテライト勘定」の調査研究」を基礎とし、それを応用したものである。本稿の作成においてはご関係

の多くの先生方・皆さまより数々の有益なコメントをいただいた。心よりお礼申し上げる。なお本稿の問題点、不備等はすべて筆者に

帰すものである。 
1 以下、本稿では家計における「自己使用のためのサービス生産」を「家計サービス生産」、それに「ボランティア活動によるサービス生

産」を加えた概念を「家計サービス生産等」と記述する。 
2 内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部（2018）「無償労働の貨幣評価」など。 
3 本稿は武野秀樹（2001）31 ページ、作間逸雄編著（2003）118～119 ページ、内閣府経済社会総合研究所編（2019）「2008SNA マニュア

ルに従った勘定体系群」を参考に、勘定連結形式で経済循環を表示した。 

価し、それらを主に「指標」として捉えてきた2。一方、同

研究はそれらを「自己使用のためのサービス生産」「ボラン

ティア活動によるサービス生産」の生産要素として位置付

け、その貨幣評価額を雇用者報酬として計上、家計サービ

ス生産等を「勘定」として記述する。同研究は無償労働や

ボランティア活動の分析を貨幣評価による「指標」として

の考察から、拡張家計勘定による「勘定」としての考察へ

と進歩させた。 

同研究は、家計サービス生産等を含む形への生産境界の

拡張が家計勘定に及ぼす影響を考察する。本稿は同研究を

基礎に、それが作成した拡張家計勘定を SNA 中枢体系の勘

定群に組み込み、当該の生産境界の拡張が家計勘定のみな

らず、一国の経済循環に及ぼす影響を考察することを目的

とする。 

また、本稿は同研究と異なり、家計に加えて、組織にお

ける「ボランティア活動によるサービス生産」をも明示的

に扱う。国民経済計算は、対家計民間非営利団体や非金融

法人企業などにおいて行われるボランティア活動を生産境

界内に置くが、雇用者報酬を計上しない。本稿はそれを貨

幣評価し、家計や組織におけるボランティア活動の貨幣評

価が一国の経済循環に及ぼす影響を考察する。 

無償労働やボランティア活動の貨幣評価の方法には、代

替費用法のうちスペシャリストアプローチを用いる。 

経済循環の表示には「勘定連結形式」（勘定系列）を用い

る3。国民経済計算の T 型勘定群は完全接合性を持つため、

生産勘定、所得の発生勘定から資本勘定、金融勘定などに

至る一連の勘定を互いに連結した形で示すことができる。

さらに一国経済を家計（個人企業を含む）、対家計民間非営

利団体、非金融法人企業など制度部門別に示すことができ

る。 

本稿は 2016 年の日本経済を対象とする。第一に SNA 中

枢体系が捉える経済循環を勘定系列で表示する。第二にそ

こから家計勘定を抜粋し、それに家計における「自己使用
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のためのサービス生産」及び「ボランティア活動によるサ

ービス生産」を加え、拡張家計勘定を作成する。第三に作

成した拡張家計勘定を家計勘定の代わりに勘定系列に組み

込み、家計サービス生産等を含む経済循環を考察する。 

その結果、以下の 3 点が明らかになる。 

第一は、家計勘定に「自己使用のためのサービス生産」

を組み込むことによる経済循環の変容である。家計がそれ

らの生産に投入する財・サービスを、 終消費から中間投

入に組み替える。労働では、無償労働を貨幣評価する。家

計がそれらの生産に使用する資本財の購入を、 終消費か

ら総固定資本形成に組み替え、資産とする。それに伴い、

当該資本財の固定資本減耗を計上する。「自己使用のための

サービス生産」に付随する間接税を所得・富等に課される

経常税から生産・輸入品に課される税に、補助金を例えば

現物社会移転以外の社会給付から補助金に組み替える。家

計は生産した当該のサービスを自身で消費する。 

第二は、家計勘定に「ボランティア活動によるサービス

生産」を組み込むことによる経済循環の変容である。前述

の通り、本稿は家計や組織におけるボランティア活動を貨

幣評価する。家計におけるボランティア活動を、以下のよ

うに記述する。ある家計は無償労働と同様に、ボランティ

ア活動を行う。その貨幣評価額をその他の経常移転におい

て、ある家計から他の家計に移転し、他の家計がそれを用

いる。一方、組織におけるボランティア活動を、以下のよ

うに記述する。組織の産出額は、ボランティア活動の貨幣

評価額分、増加する。組織は当該単位でのボランティア活

動に伴う中間投入をすでに計上しているものとする。組織

でのボランティア活動は個別サービスを生むとする。ボラ

ンティア活動の貨幣評価額を雇用者報酬として組織から家

計に分配する。その後の扱いは、ボランティアサービスを

生む組織が非市場単位か、市場単位かにより、異なる。非

市場単位（一般政府、対家計民間非営利団体）の場合、家

計はボランティア活動の貨幣評価額をその他の経常移転に

て非市場単位に移転し、非市場単位が当該のサービスを消

費、家計に便益を与える。市場単位（非金融法人、金融機

関）の場合、家計はボランティア活動の貨幣評価額を可処

分所得とし、家計が当該のサービスを消費する。 

第三は、家計勘定に「自己使用のためのサービス生産」

「ボランティア活動によるサービス生産」を組み込むこと

による一国の経済循環への影響である。一国経済の産出額

はそれらサービスの生産額分、増加する。一国経済の需要

額も同額分、増加する。 終消費支出は中間投入、総固定

資本形成への組み替え分、減少するとともに、家計、一般

政府、対家計民間非営利団体が家計サービス生産等を購入

する分、増加する。貯蓄の変化分と純固定資本形成の変化

分は等しく、資本勘定において、純貸出（＋）／純借入（－）

は変化しない。そのため、家計サービス生産等の組み込み

は金融勘定に影響しない。また、海外勘定にも影響しない。 

以下、第Ⅰ章では、生産境界と無償労働・ボランティア

活動の関係、家計サテライト勘定の意義などを述べる。第

Ⅱ章では、第一に SNA 中枢体系が捉える経済循環を「勘定

連結形式」（勘定系列）で記述する。第二に勘定系列から家

計勘定を抜粋、家計サテライト勘定において、それに「自

己使用のためのサービス生産」「ボランティア活動によるサ

ービス生産」を加え、拡張家計勘定を作成する。拡張家計

勘定は、家計サービス生産等を含む家計の勘定系列である。

第三に当初の勘定系列の家計勘定を拡張家計勘定に置き換

えるとともに、それと整合するよう、一国経済及び他の制

度部門の計数を調整、家計サービス生産等を含む経済循環

を「勘定連結形式」（勘定系列）で記述する。第Ⅲ章では当

該の勘定系列を読み取り、家計勘定への家計サービス生産

等の組み込みが一国の経済循環に及ぼす影響を考察する。 

なお、本稿の以下の記述において、内閣府経済社会総合

研究所国民経済計算部編（2019）『平成 29 年度国民経済計

算年報』を「平成 29 年度年報」、私市光生（2022）「「家計

サテライト勘定」の調査研究」を「私市（2022）」、United 

Nations Economic Commission for Europe（2017）Guide on 

Valuing Unpaid Household Service Work を「UNECE（2017）」

と表記する。 

 

第Ⅰ章 本稿における家計サテライト勘定 

第 1 節 生産境界の拡張 

図 1.1 は労働形態と生産境界の関係を示す。本稿は生産

境界を「国民経済計算における生産境界」から「一般的な

生産境界」に拡張する。それにより、以下の 2 つを生産境

界内に含める。 

第一は図 1.1 の左側、家計における家事・育児・介護な

ど「自己使用のためのサービス生産」である。家計は世帯

員による同活動への従事である無償労働並びに資本、中間

財を生産要素としてそれを生産、当該の家計がそれを消費

する。 

第二は図 1.1 の右側、家計における「ボランティア活動

によるサービス生産」である。家計は世帯員によるボラン

ティア活動並びに資本、中間財を生産要素としてそれを生

産、他の家計がそれを消費する。 
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図 1.1 生産境界 
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（出所）UNECE（2017） Figure 2.1。和訳は内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部訳 

「無償の家計サービス生産の貨幣評価についての指針（仮訳）」による。 

 

第 2 節 組織におけるボランティア活動の貨幣評価 

本稿は上記とともに、市場及び非市場の単位内のボラン

ティア活動を貨幣評価する4。国民経済計算はそれを生産境

界内に置くが、雇用者報酬を計上しない5。本稿はそれを貨

幣評価し、その価値の明示化が一国の経済循環に及ぼす影

響を考察する。 

 

第 3 節 家計サテライト勘定の意義 

日本では現在、人口減少・少子高齢化が進む。それらへ

の対応を検討するとき、また戦後の経済成長を考察すると

き、生産境界を拡張し、家計における無償労働及びそれに

よる家計サービス生産を、SNA サテライト勘定により捉え

ることは有用と考える6。理由を以下に整理する。 

第一は「労働供給」の観点である。今日の日本経済では、

前述の人口構造の変化に伴い、労働力の確保が課題とされ

る。「待機児童」「介護離職」に関する課題に見られるよう

に、無償労働は労働供給の制約要因のひとつになる。今日

の経済分析では、無償労働を明確に捉え、それが労働供給

に及ぼす影響を考察することが必要である。 

第二は「家計サービス生産」と「市場サービス生産」の

代替・補完の観点である。家計における家事・育児・介護

などは単独で存在するわけでなく、市場における外食・保

 
4 市場単位は非金融法人企業、金融機関である。家計も市場単位であるが、図 1.1 は同単位におけるボランティア活動を右側の「家計内

の活動」に分類する。一方、非市場単位は一般政府、対家計民間非営利団体である。なお、基礎統計の制約により、本稿は金融機関に

おけるボランティア活動を対象としない。 
5 SNA における扱いは 2008SNA para.19.39 を、SNA とボランティア活動の関係は ILO（2011）Figure Ⅳ.1、同 Figure Ⅳ.2 を参照のこと。 
6 一方、SNA 中枢体系が無償労働を生産境界内に含めることは混乱を招く。無償労働を行う失業者は、労働をしていることとなり、失業

者として計測されなくなるためである（2008SNA para.6.31）。 
7 拙著（2013）は、無償労働に関する情報を付帯表として有する社会会計行列（Social Accounting Matrix；SAM）及びそれを基盤とする計

算可能な一般均衡（Computable General Equilibrium；CGE）モデルにより、無償労働と労働供給の関係、家計サービス生産と市場サービ

ス生産の代替性などを組み込んだ一般均衡分析を試みる。 

育・介護など各種サービスとそれぞれ代替的または補完的

な関係にある。経済政策の一環として、保育所に補助金を

給付した場合、保育サービスの価格は低下、保育は家計か

ら市場によりシフトし、前者における労働供給、後者にお

ける労働需要はより増加するであろう。また、高齢化に伴

う介護需要の増加は、家計における無償労働を増加させ、

労働供給を制約するとともに、市場における労働需要を増

加させ、賃金を上昇させるであろう。社会保障政策や少子

高齢化が一国経済に及ぼす影響を分析する場合、市場サー

ビス生産のみならず、家計サービス生産を経済統計、経済

モデルの対象とすることが必要である。 

第三は「経済成長」の観点である。日本における高度経

済成長の要因のひとつは電気洗濯機などの普及により、家

計サービス生産における無償労働の生産性が上昇、家計が

労働力を市場により供給できるようになったことにある。

それを経済モデルで考察するためには、無償労働による家

計サービス生産を経済統計において的確に扱うことが必要

である。 

このように、無償労働及び家計サービス生産は、それ単

独で存在するのではなく、労働需給や市場サービス生産と

関連し、それらを通して、一国経済に影響を及ぼす7。そこ

で、本稿は家計サービス生産等を含めて、経済循環を考察
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する。 

手法には SNA サテライト勘定のひとつである「家計サテ

ライト勘定」を用いる。SNA サテライト勘定は SNA を基

盤とする。それゆえ、サテライト勘定が捉える情報を SNA

中枢体系が捉える経済循環と関連付けることが可能である。 

 

第Ⅱ章 経済循環の表示 

第 1 節 国民経済計算の勘定系列 

経済循環の表示には「勘定連結形式」（勘定系列）を用い

る。表 2.1 は SNA 中枢体系が捉える経済循環の勘定系列で

ある。対象は 2016 年の日本経済である8。 

本稿の勘定系列は縦方向に、生産勘定、所得の発生勘定

から資本勘定、金融勘定に至る一連の勘定を互いに連結し

た形で置く。そこでは、財・サービスの産出、付加価値の

生産・分配・支出、金融取引などを示す。次にその他の資

産量変動勘定、再評価勘定を置く。それらは資産・負債な

どに関する調整勘定であり、前者の勘定では予想できない

規模の損失や鉱物・エネルギー資源の発見・消滅などを、

後者の勘定では価格変動による変化分を貸借対照表と同様

の形式で示す。表の下部に期首貸借対照表、資本・金融勘

定、調整勘定、期末貸借対照表を置く。そこでは、期首残

高が期中の蓄積、価格変動などを通して、期末残高に変化

する様子を描く。期末残高は次期の期首残高として、次期

の経済循環につながる。 

本稿の勘定系列は左側に一国経済を示すとともに、右側

にそれを非金融法人企業、金融機関、一般政府、家計（個

人企業を含む）、対家計民間非営利団体など制度部門に区分

して示す。それらの合計は一国経済である。 

表 2.1 の構造を、一国経済を例にとり、以下に整理する。 

生産勘定は財・サービスの産出と投入を示す。日本は同

年、996.9 兆円の財・サービスを産出した。それに伴う中間

投入は 461.9 兆円、付加価値（総）は 535.0 兆円である。そ

れから固定資本減耗を控除し、付加価値（純）を得る。 

所得の発生勘定は付加価値（純）を 4 つの付加価値項目、

すなわち雇用者報酬、生産・輸入品に課される税、（控除）

補助金、営業余剰・混合所得に分配する。 

第 1 次所得の配分勘定はそれらとともに、海外からの雇

用者報酬（純）を受け取り、財産所得の受け払いを記録す

る。その収支が第 1 次所得バランスである。 

所得の第 2 次分配勘定は第 1 次所得バランスを受け取る

 
8 各勘定・項目の概念・定義、計数は平成 29 年度年報による。 
9 本稿の主たる対象は国内の経済循環であるため、表 2.1 の勘定系列は海外を制度部門として設定しない。そのため、海外との取引を有

する財産所得などは、一国経済にて、収支がバランスしない。例えば、財産所得は、国内の受取 100.9 兆円、支払い 83.0 兆円である。

一方、別途、海外の受取 11.0 兆円、支払い 28.8 兆円が存在する。国内と海外を合わせた場合、受取、支払いはそれぞれ 111.9 兆円であ

り、収支がバランスする。 

とともに、所得・富等に課される経常税、純社会負担、現

物社会移転以外の社会給付、その他の経常移転の受け払い

を記録する。その収支が可処分所得である。 

現物所得の再分配勘定は可処分所得を受け取るとともに、

現物社会移転を記録、調整可処分所得を算出する。同勘定

で可処分所得から調整可処分所得を算出することにより、

消費概念の二元化に対応する。 

可処分所得の使用勘定は、支出ベースの消費を記録する。

同勘定は可処分所得を受け取るとともに、年金受給権の変

動調整を記録し、 終消費支出と貯蓄を計上する。 

調整可処分所得の使用勘定は、便益ベースの消費を記録

する。同勘定は調整可処分所得を受け取るとともに、年金

受給権の変動調整を記録し、現実 終消費と貯蓄を計上す

る。 

いずれの消費概念によっても、貯蓄は同額である。資本

勘定はそれを受け取るとともに、資本移転の受け払い、統

計上の不突合を記録し、それらを総固定資本形成、（控除）

固定資本減耗、在庫変動、土地の購入（純）に充てる。純

貸出（＋）／純借入（－）はバランス項目である。 

金融勘定は各種の金融取引を記録する。その収支は純貸

出（＋）／純借入（－）である。 

前述の通り、その他の資産量変動勘定、再評価勘定は調

整勘定である。 

期首貸借対照表は一国経済が期首に保有する資産、負債、

正味資産の残高を示す。資本・金融勘定は期中におけるそ

れらの蓄積を、調整勘定は期中におけるそれらの価格変動

などを項目ごとに再掲する。期末貸借対照表は期首残高に

それらをそれぞれ加算し、一国経済が期末に保有する資産、

負債、正味資産の残高を示す。 

また、同表は一国経済を非金融法人企業、金融機関、一

般政府、家計（個人企業を含む）、対家計民間非営利団体に

区分し、各制度部門について、経済循環を同様に表示する。 

一国経済と各制度部門の経済循環は整合する。例えば、

非金融法人企業、金融機関、家計（個人企業を含む）によ

る「所得・富等に課される経常税」の支払い計は 52.0 兆円

であり、一般政府による同項目の受け取り、52.0 兆円と一

致する。制度部門間においても、ある部門の支払い（受取）

は他の部門の受取（支払い）である9。 

 

第 2 節 ボランティア活動の各部門への配分 
本稿は表 2.1 から家計勘定を抜粋し、家計における「自 
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表 2.1 SNA 中枢体系が捉える経済循環 
（単位：10 億円）

使途 源泉 使途 源泉 使途 源泉 使途 源泉 使途 源泉 使途 源泉

生産勘定

　産出 996,928.4 34,696.0 67,742.7 16,154.5
　　市場産出

　　自己 終使用のための産出

　　非市場産出

　中間投入 461,918.2 12,373.4 20,251.7 4,233.2
　付加価値（総） 535,010.2 22,322.6 47,490.9 11,921.2
　（控除）固定資本減耗 119,808.1 2,410.2 17,783.1 2,179.4
　付加価値（純） 415,202.1 19,912.4 29,707.8 9,741.8
所得の発生勘定

　付加価値（純） 415,202.1 19,912.4 29,707.8 9,741.8
　雇用者報酬 270,261.0 11,115.3 29,561.8 9,458.1
　生産・輸入品に課される税 45,190.8
　（控除）補助金 3,256.8
　営業余剰・混合所得 103,007.1 56,619.7 8,454.5 0.0 37,932.8 0.0
第1次所得の配分勘定

　雇用者報酬 270,261.0 270,261.0
　海外からの雇用者報酬（純） 109.4 109.4
　営業余剰・混合所得 103,007.1 56,619.7 8,454.5 37,932.8
　生産・輸入品に課される税 45,190.8 45,190.8
　（控除）補助金 3,256.8 3,256.8
　財産所得 83,035.9 100,905.4 27,828.5 22,743.0 42,881.3 44,307.2 9,841.2 7,415.6 2,432.4 26,145.0 52.6 294.5
　第1次所得バランス 433,180.9 51,534.3 9,880.5 39,508.5 332,015.8 241.9
所得の第2次分配勘定

　第1次所得バランス 433,180.9 51,534.3 9,880.5 39,508.5 332,015.8 241.9
　所得・富等に課される経常税 51,964.1 51,964.1 19,014.3 3,892.9 51,964.1 29,056.8
　純社会負担 78,060.1 78,060.1 872.6 8,253.3 68,777.7 78,060.1 156.4
　現物社会移転以外の社会給付 78,056.1 78,056.1 872.6 9,069.6 67,552.2 78,056.1 561.6
　その他の経常移転 104,465.6 102,528.1 6,973.6 4,611.3 6,119.4 5,983.5 72,222.1 66,541.7 19,088.1 15,900.3 62.3 9,491.3
　可処分所得 431,243.4 30,157.6 5,035.4 87,017.6 299,767.1 9,265.7
現物所得の再分配勘定

　可処分所得 431,243.4 30,157.6 5,035.4 87,017.6 299,767.1 9,265.7
　現物社会移転 72,675.2 72,675.2 64,848.7 72,675.2 7,826.5
　調整可処分所得 431,243.4 30,157.6 5,035.4 22,168.9 372,442.3 1,439.2
可処分所得の使用勘定

　可処分所得 431,243.4 30,157.6 5,035.4 87,017.6 299,767.1 9,265.7
　年金受給権の変動調整 -816.3 -816.3 -816.3 -816.3
　 終消費支出 405,218.9 106,575.1 290,817.2 7,826.5
　貯蓄 26,024.6 30,157.6 5,851.7 -19,557.5 8,133.6 1,439.2
調整可処分所得の使用勘定

　調整可処分所得 431,243.4 30,157.6 5,035.4 22,168.9 372,442.3 1,439.2
　年金受給権の変動調整 -816.3 -816.3 -816.3 -816.3
　現実 終消費 405,218.9 41,726.4 363,492.4
　貯蓄 26,024.6 30,157.6 5,851.7 -19,557.5 8,133.6 1,439.2
資本勘定

　貯蓄 26,024.6 30,157.6 5,851.7 -19,557.5 8,133.6 1,439.2
　資本移転等（受取） 15,569.3 4,662.9 1,447.7 8,214.9 1,196.9 46.9
　（控除）資本移転等（支払） 16,312.7 2,207.3 7,069.2 4,416.0 2,620.2 0.0
　統計上の不突合 976.2 -3,012.3 335.7 6,453.7 -2,469.6 -331.3
　総固定資本形成 124,981.3 83,589.6 2,406.4 19,552.3 17,034.0 2,398.8
　（控除）固定資本減耗 119,808.1 77,800.7 2,416.1 17,783.1 19,628.8 2,179.4
　在庫変動 479.2 485.2 -14.3 8.3
　土地の購入（純） 0.0 951.6 -42.5 1,016.8 -2,525.2 599.3
　純貸出（＋）／純借入（－） 20,605.1 22,375.2 618.1 -12,076.7 9,352.4 336.1
金融勘定

　純貸出（＋）／純借入（－） 20,605.1 22,375.2 618.1 -12,076.7 9,352.4 336.1
　貨幣用金・SDR等 377.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 377.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　現金・預金 152,230.7 151,008.1 17,619.0 0.0 98,831.5 151,008.1 14,684.2 0.0 17,443.0 0.0 3,653.0 0.0
　貸出・借入 43,022.8 53,919.9 402.4 9,349.6 41,844.8 41,152.3 702.4 -1,897.3 -11.4 4,749.6 84.6 565.7
　債務証券 24,507.4 33,086.1 -348.8 4,775.4 32,265.4 5,992.0 -4,860.1 22,318.7 -346.9 0.0 -2,202.2 0.0
　持分・投資信託受益証券 15,241.5 11,134.1 -811.4 -1,290.3 19,801.9 12,431.5 2,411.7 -7.1 -6,151.9 0.0 -8.8 0.0
　保険・年金・定額保証 5,982.3 5,982.3 32.2 -1,210.9 -1,466.3 7,193.2 0.0 0.0 7,416.4 0.0 0.0 0.0
　金融派生商品・雇用者ストックオプション 10.0 10.0 0.0 10.0 0.0 0.0 0.0 0.0 10.0 0.0 0.0 0.0
　その他の金融資産・負債 38,635.0 4,261.1 18,698.1 1,582.5 30,342.7 3,224.8 -6,560.6 -1,583.0 -3,622.2 635.0 -223.0 401.8
その他の資産量変動勘定

　その他の資産量変動による正味資産の変動 405.5 4,591.9 1,588.3 -101.2 -5,746.4 72.9
　非金融資産 -532.0 -45.6 0.0 -194.2 -292.2 0.0
　金融資産／負債 -17,823.7 -18,761.2 -8,608.9 -13,246.4 -3,424.8 -5,013.1 93.0 0.0 -5,883.0 -428.8 0.0 -72.9
再評価勘定

　名目保有利得または損失による正味資産の変動 8,574.7 7,890.1 3,368.0 -16,914.3 13,579.6 651.3
　非金融資産 33,027.8 9,326.8 530.7 4,709.6 17,614.1 846.7
　金融資産／負債 -23,471.4 981.8 -24,431.1 -22,994.4 8,683.6 5,846.3 -3,369.5 18,254.4 -4,159.0 -124.5 -195.4 0.0
期首貸借対照表

　正味資産 3,296,973.6 463,964.4 141,055.9 48,358.1 2,548,930.8 94,664.4
　非金融資産 2,957,756.6 1,118,118.8 30,274.2 689,129.3 1,047,480.0 72,754.3
　金融資産／負債 7,198,645.7 6,859,428.7 1,079,486.6 1,733,641.0 3,658,627.3 3,547,845.6 604,672.5 1,245,443.7 1,804,897.8 303,447.0 50,961.5 29,051.4
資本・金融勘定

　貯蓄 26,024.6 30,157.6 5,851.7 -19,557.5 8,133.6 1,439.2
　海外からの資本移転等（純） -743.3 2,455.6 -5,621.5 3,798.9 -1,423.3 46.9
　統計上の不突合 976.2 -3,012.3 335.7 6,453.7 -2,469.6 -331.3
　純固定資本形成 5,173.2 5,788.9 -9.7 1,769.2 -2,594.8 219.4
　在庫変動 479.2 485.2 0.0 -14.3 8.3 0.0
　土地の購入（純） 0.0 951.6 -42.5 1,016.8 -2,525.2 599.3
　金融資産／負債の変動 280,006.7 259,401.6 35,591.5 13,216.3 221,620.0 221,001.9 6,754.6 18,831.3 14,737.0 5,384.6 1,303.6 967.5
調整勘定

　正味資産 8,980.2 12,482.0 4,956.3 -17,015.5 7,833.2 724.2
　非金融資産 32,495.8 9,281.2 530.7 4,515.4 17,321.9 846.7
　金融資産／負債 -41,295.1 -17,779.4 -33,040.0 -36,240.8 5,258.8 833.2 -3,276.5 18,254.4 -10,042.0 -553.3 -195.4 -72.9
期末貸借対照表

　正味資産 3,332,211.3 506,047.4 146,578.1 22,037.6 2,561,004.7 96,543.4
　非金融資産 2,995,904.9 1,134,625.8 30,752.7 696,416.4 1,059,690.2 74,419.7
　金融資産／負債 7,437,357.3 7,101,050.9 1,082,038.1 1,710,616.5 3,885,506.1 3,769,680.7 608,150.6 1,282,529.4 1,809,592.8 308,278.3 52,069.7 29,946.0

【SNA】
対家計民間
非営利団体

342.5 146.0 283.7

【SNA】
一国経済

【SNA】
非金融法人企業

【SNA】
金融機関

【SNA】
一般政府

【SNA】
家計

（個人企業を含む）

 
（注）網掛けは基礎統計の制約上、計数が不明であることを示す。 
（出所）平成 29 年度年報に基づき、筆者作成。 

表 2.1 SNA 中枢体系が捉える経済循環 
（単位：10 億円）

使途 源泉 使途 源泉 使途 源泉 使途 源泉 使途 源泉 使途 源泉

生産勘定

　産出 996,928.4 34,696.0 67,742.7 16,154.5
　　市場産出

　　自己 終使用のための産出

　　非市場産出

　中間投入 461,918.2 12,373.4 20,251.7 4,233.2
　付加価値（総） 535,010.2 22,322.6 47,490.9 11,921.2
　（控除）固定資本減耗 119,808.1 2,410.2 17,783.1 2,179.4
　付加価値（純） 415,202.1 19,912.4 29,707.8 9,741.8
所得の発生勘定

　付加価値（純） 415,202.1 19,912.4 29,707.8 9,741.8
　雇用者報酬 270,261.0 11,115.3 29,561.8 9,458.1
　生産・輸入品に課される税 45,190.8
　（控除）補助金 3,256.8
　営業余剰・混合所得 103,007.1 56,619.7 8,454.5 0.0 37,932.8 0.0
第1次所得の配分勘定

　雇用者報酬 270,261.0 270,261.0
　海外からの雇用者報酬（純） 109.4 109.4
　営業余剰・混合所得 103,007.1 56,619.7 8,454.5 37,932.8
　生産・輸入品に課される税 45,190.8 45,190.8
　（控除）補助金 3,256.8 3,256.8
　財産所得 83,035.9 100,905.4 27,828.5 22,743.0 42,881.3 44,307.2 9,841.2 7,415.6 2,432.4 26,145.0 52.6 294.5
　第1次所得バランス 433,180.9 51,534.3 9,880.5 39,508.5 332,015.8 241.9
所得の第2次分配勘定

　第1次所得バランス 433,180.9 51,534.3 9,880.5 39,508.5 332,015.8 241.9
　所得・富等に課される経常税 51,964.1 51,964.1 19,014.3 3,892.9 51,964.1 29,056.8
　純社会負担 78,060.1 78,060.1 872.6 8,253.3 68,777.7 78,060.1 156.4
　現物社会移転以外の社会給付 78,056.1 78,056.1 872.6 9,069.6 67,552.2 78,056.1 561.6
　その他の経常移転 104,465.6 102,528.1 6,973.6 4,611.3 6,119.4 5,983.5 72,222.1 66,541.7 19,088.1 15,900.3 62.3 9,491.3
　可処分所得 431,243.4 30,157.6 5,035.4 87,017.6 299,767.1 9,265.7
現物所得の再分配勘定

　可処分所得 431,243.4 30,157.6 5,035.4 87,017.6 299,767.1 9,265.7
　現物社会移転 72,675.2 72,675.2 64,848.7 72,675.2 7,826.5
　調整可処分所得 431,243.4 30,157.6 5,035.4 22,168.9 372,442.3 1,439.2
可処分所得の使用勘定

　可処分所得 431,243.4 30,157.6 5,035.4 87,017.6 299,767.1 9,265.7
　年金受給権の変動調整 -816.3 -816.3 -816.3 -816.3
　 終消費支出 405,218.9 106,575.1 290,817.2 7,826.5
　貯蓄 26,024.6 30,157.6 5,851.7 -19,557.5 8,133.6 1,439.2
調整可処分所得の使用勘定

　調整可処分所得 431,243.4 30,157.6 5,035.4 22,168.9 372,442.3 1,439.2
　年金受給権の変動調整 -816.3 -816.3 -816.3 -816.3
　現実 終消費 405,218.9 41,726.4 363,492.4
　貯蓄 26,024.6 30,157.6 5,851.7 -19,557.5 8,133.6 1,439.2
資本勘定

　貯蓄 26,024.6 30,157.6 5,851.7 -19,557.5 8,133.6 1,439.2
　資本移転等（受取） 15,569.3 4,662.9 1,447.7 8,214.9 1,196.9 46.9
　（控除）資本移転等（支払） 16,312.7 2,207.3 7,069.2 4,416.0 2,620.2 0.0
　統計上の不突合 976.2 -3,012.3 335.7 6,453.7 -2,469.6 -331.3
　総固定資本形成 124,981.3 83,589.6 2,406.4 19,552.3 17,034.0 2,398.8
　（控除）固定資本減耗 119,808.1 77,800.7 2,416.1 17,783.1 19,628.8 2,179.4
　在庫変動 479.2 485.2 -14.3 8.3
　土地の購入（純） 0.0 951.6 -42.5 1,016.8 -2,525.2 599.3
　純貸出（＋）／純借入（－） 20,605.1 22,375.2 618.1 -12,076.7 9,352.4 336.1
金融勘定

　純貸出（＋）／純借入（－） 20,605.1 22,375.2 618.1 -12,076.7 9,352.4 336.1
　貨幣用金・SDR等 377.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 377.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　現金・預金 152,230.7 151,008.1 17,619.0 0.0 98,831.5 151,008.1 14,684.2 0.0 17,443.0 0.0 3,653.0 0.0
　貸出・借入 43,022.8 53,919.9 402.4 9,349.6 41,844.8 41,152.3 702.4 -1,897.3 -11.4 4,749.6 84.6 565.7
　債務証券 24,507.4 33,086.1 -348.8 4,775.4 32,265.4 5,992.0 -4,860.1 22,318.7 -346.9 0.0 -2,202.2 0.0
　持分・投資信託受益証券 15,241.5 11,134.1 -811.4 -1,290.3 19,801.9 12,431.5 2,411.7 -7.1 -6,151.9 0.0 -8.8 0.0
　保険・年金・定額保証 5,982.3 5,982.3 32.2 -1,210.9 -1,466.3 7,193.2 0.0 0.0 7,416.4 0.0 0.0 0.0
　金融派生商品・雇用者ストックオプション 10.0 10.0 0.0 10.0 0.0 0.0 0.0 0.0 10.0 0.0 0.0 0.0
　その他の金融資産・負債 38,635.0 4,261.1 18,698.1 1,582.5 30,342.7 3,224.8 -6,560.6 -1,583.0 -3,622.2 635.0 -223.0 401.8
その他の資産量変動勘定

　その他の資産量変動による正味資産の変動 405.5 4,591.9 1,588.3 -101.2 -5,746.4 72.9
　非金融資産 -532.0 -45.6 0.0 -194.2 -292.2 0.0
　金融資産／負債 -17,823.7 -18,761.2 -8,608.9 -13,246.4 -3,424.8 -5,013.1 93.0 0.0 -5,883.0 -428.8 0.0 -72.9
再評価勘定

　名目保有利得または損失による正味資産の変動 8,574.7 7,890.1 3,368.0 -16,914.3 13,579.6 651.3
　非金融資産 33,027.8 9,326.8 530.7 4,709.6 17,614.1 846.7
　金融資産／負債 -23,471.4 981.8 -24,431.1 -22,994.4 8,683.6 5,846.3 -3,369.5 18,254.4 -4,159.0 -124.5 -195.4 0.0
期首貸借対照表

　正味資産 3,296,973.6 463,964.4 141,055.9 48,358.1 2,548,930.8 94,664.4
　非金融資産 2,957,756.6 1,118,118.8 30,274.2 689,129.3 1,047,480.0 72,754.3
　金融資産／負債 7,198,645.7 6,859,428.7 1,079,486.6 1,733,641.0 3,658,627.3 3,547,845.6 604,672.5 1,245,443.7 1,804,897.8 303,447.0 50,961.5 29,051.4
資本・金融勘定

　貯蓄 26,024.6 30,157.6 5,851.7 -19,557.5 8,133.6 1,439.2
　海外からの資本移転等（純） -743.3 2,455.6 -5,621.5 3,798.9 -1,423.3 46.9
　統計上の不突合 976.2 -3,012.3 335.7 6,453.7 -2,469.6 -331.3
　純固定資本形成 5,173.2 5,788.9 -9.7 1,769.2 -2,594.8 219.4
　在庫変動 479.2 485.2 0.0 -14.3 8.3 0.0
　土地の購入（純） 0.0 951.6 -42.5 1,016.8 -2,525.2 599.3
　金融資産／負債の変動 280,006.7 259,401.6 35,591.5 13,216.3 221,620.0 221,001.9 6,754.6 18,831.3 14,737.0 5,384.6 1,303.6 967.5
調整勘定

　正味資産 8,980.2 12,482.0 4,956.3 -17,015.5 7,833.2 724.2
　非金融資産 32,495.8 9,281.2 530.7 4,515.4 17,321.9 846.7
　金融資産／負債 -41,295.1 -17,779.4 -33,040.0 -36,240.8 5,258.8 833.2 -3,276.5 18,254.4 -10,042.0 -553.3 -195.4 -72.9
期末貸借対照表

　正味資産 3,332,211.3 506,047.4 146,578.1 22,037.6 2,561,004.7 96,543.4
　非金融資産 2,995,904.9 1,134,625.8 30,752.7 696,416.4 1,059,690.2 74,419.7
　金融資産／負債 7,437,357.3 7,101,050.9 1,082,038.1 1,710,616.5 3,885,506.1 3,769,680.7 608,150.6 1,282,529.4 1,809,592.8 308,278.3 52,069.7 29,946.0

【SNA】
対家計民間
非営利団体

342.5 146.0 283.7

【SNA】
一国経済

【SNA】
非金融法人企業

【SNA】
金融機関

【SNA】
一般政府

【SNA】
家計

（個人企業を含む）

 
（注）網掛けは基礎統計の制約上、計数が不明であることを示す。 
（出所）平成 29 年度年報に基づき、筆者作成。 
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己使用のためのサービス生産」及び「ボランティア活動に

よるサービス生産」を加え、拡張家計勘定を作成する。 

私市（2022）は、家計が「ボランティア活動によるサー

ビス生産」をすべて行うとし、組織はそれを行わないと仮

定する。 

一方、本稿は家計に加えて、組織における「ボランティ

ア活動によるサービス生産」をも明示的に扱う。家計や組

織におけるボランティア活動の貨幣評価が、一国の経済循

環に及ぼす影響を考察するためである。 

国民経済計算は、対家計民間非営利団体や非金融法人企

業などにおいて行われるボランティア活動を生産境界内に

置くが、雇用者報酬を計上しない。そこで、本稿は前述の

研究におけるボランティアの貨幣評価額を一定の係数によ

り、各制度部門に配分する。当該の係数を以下のように算

出した。 

基礎統計として、総務省「平成 28 年社会生活基本調査」

を用いる10。当該部分を表 2.2 に示す。表頭はボランティア

活動の種類（総数並びに 11 種類）、表側は活動の形態（内

訳を含めて 6 種類）である。 

 

表 2.2 平成 28 年社会生活基本調査の結果 

  00_総数

01_健康

や医療サ

ービスに

関係した

活動 

02_高齢

者を対象

とした活

動 

03_障害

者を対象

とした活

動 

04_子供

を対象と

した活動

05_スポ

ーツ・文

化・芸術

・学術に

関係した

活動 

06_まち

づくりの

ための活

動 

07_安全

な生活の

ための活

動 

08_自然

や環境を

守るため

の活動 

09_災害

に関係し

た活動 

10_国際

協力に関

係した活

動 

11_その

他 

0_総数 29,438 3,260 4,344 1,673 9,490 4,170 12,803 5,609 4,567 1,706 995 2,992

1_団体等に加入して行っている 20,845 1,019 2,661 1,041 6,586 3,105 10,375 4,659 3,074 896 558 -

11_ボランティアを目的とするクラブ・サークル・市民団体など 4,123 293 834 454 1,176 1,209 818 368 414 190 192 -
12_ＮＰＯ(特定非営利活動法人) 934 97 111 168 214 145 121 36 123 54 126 -
13_地域社会とのつながりの強い町内会などの組織 13,121 214 1,283 156 3,087 796 8,443 3,426 1,962 362 44 -
14_その他の団体 6,318 458 635 320 2,401 1,130 1,286 979 677 324 215 -

2_団体等に加入しないで行っている 8,968 2,108 1,509 576 2,564 938 2,003 709 1,289 728 379 -

（注） 表内の数値は行動者数（単位：千人）、表頭の項目はボランティア活動の種類を示す。複数回答可のため、総数は種類・形態の内

訳と一致しない。 
（出所）総務省「平成 28 年社会生活基本調査」の結果を抜粋。 
 

第一に「総数」列を活動の形態別に配分する。係数は表

2.2 の回答数を用いる。まず、表 2.2 の総数（29,438）を「団

体等に加入して行っている」（69.9%）と「団体等に加入し

ないで行っている」（30.1%）に配分する。次に、前者を「ボ

ランティアを目的とするクラブ・サークル・市民団体など」

（16.8%）、「NPO（特定非営利活動法人）」（3.8%）、「地域社

会とのつながりの強い町内会などの組織」（53.6%）、「その

他の団体」（25.8%）に配分する。 

第二に、その他を除く「各ボランティア活動の種類」列

を活動の形態別に配分する。方法は上記と同じである。 

第三に、「その他」列を活動の形態別に求める。それらは

活動の形態別に「総数」から「各ボランティア活動の種類」

計を引いた値とする。 

以上により、総数とボランティア活動の種類・活動の形

態の合計が一致する指標を作成する。 

次にボランティア活動の種類・活動の形態を各制度部門

に配分する。本稿では、以下の通りとする。 

「団体等に加入しないで行っている」をすべて家計（個

 
10 総務省「平成 28 年社会生活基本調査 生活行動－全国（調査票 A） ボランティア活動」における「第 42-5 男女、ふだんの健康状

態、ボランティア活動の形態、年齢、ボランティア活動の種類別行動者数（10 歳以上）－全国」を用いた。 
11 内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部（2018）「無償労働の貨幣評価」、図表 24 に基づく。 

人企業）に配分する。「その他の団体」のうち、「健康や医

療サービスに関係した活動」「高齢者を対象とした活動」を

医療機関、介護事業者など非金融法人企業に配分する。「そ

の他の団体」のうち、「まちづくりのための活動」「安全な

生活のための活動」「自然や環境を守るための活動」「災害

に関係した活動」「国際協力に関係した活動」を一般政府に

配分する。上記以外の項目を対家計民間非営利団体に配分

する。基礎統計の制約により、いずれの項目も金融機関に

は配分しない。 

後に、それらを整理し、ボランティアの貨幣評価額を

各制度部門に配分する係数を算出する。結果を表 2.3 に示

す。 

私市（2022）におけるボランティアの貨幣評価額は、代

替費用法・スペシャリストアプローチの場合、それ自身に

ついて 4.847 兆円、それに付随する移動について 0.440 兆円

であった11。本稿はそれらをそれぞれ、表 2.3 の係数で各制

度部門に配分する。 
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表 2.3 ボランティア活動の配分係数 

  一国経済 非金融法人企業 金融機関 一般政府 家計（個人企業を含む） 対家計民間非営利団体 

指標 29,438 612 0 2,007 8,855 17,963 

係数 100.0% 2.1% 0.0% 6.8% 30.1% 61.0% 

（出所）総務省「平成 28 年社会生活基本調査」に基づき、筆者作成。 
 

第 3 節 家計サテライト勘定の構造 

表 2.4 は本稿における家計サテライト勘定である。本稿

の家計サテライト勘定は、以下の構造により、SNA 家計勘

定を拡張家計勘定に変換する12。 

中心の列に表 2.1 と同じ勘定・項目を置く。その左右に

ある「SNA 家計勘定」は表 2.1 の家計勘定である。さらに

その横に「自己使用のためのサービス生産」（家計サービス

生産）、「ボランティア活動によるサービス生産」を置く。

前者は炊事から移動、帰属家賃まで 12 種類、後者はボラン

ティア、それに伴う移動の 2 種類である。それぞれの概念・

定義、計数は私市（2022）による。ただし、第 2 節で述べ

た通り、ボランティアの扱いは同研究と異なる。 

「調整」には、「SNA 家計勘定」「自己使用のためのサー

ビス生産」に重複して計上される帰属家賃、並びに SNA 家

計勘定から拡張家計勘定への変換において扱いを変更する

項目を計上する。前者（帰属家賃）の扱いは UNECE（2017）

と同様である13。持ち家の住宅サービスは「SNA 家計勘定」

に含まれるとともに、「自己使用のためのサービス生産」に

も含まれる。それらを合計する際、帰属家賃の重複を避け

るため、「調整」にそれを負値で計上する。後者（扱いを変

更する項目）は以下の通りである。後述するように、家計

サテライト勘定は家計サービス生産等に用いる財・サービ

スの購入を家計の 終消費支出・現実 終消費でなく、中

間投入、総固定資本形成に計上する。本稿の家計サテライ

ト勘定は、それら財・サービスを家計の 終消費支出・現

実 終消費支出から減算する際、また総固定資本形成に加

算する際、それを「調整」に計上する。この加算・減算は

UNECE（2017）と同様である一方、「調整」への計上は本稿

独自である。これにより、家計サービス生産等の分類別勘

定系列を資本勘定まで作成した14。 

「SNA 家計勘定」に「自己使用のためのサービス生産」

 
12 表 2.4 は原則として、私市（2022）における図表 7 の計数を UNECE（2017）Table 4.7 の構造を参考にして組み替えている。 
13 UNECE（2017）は、帰属家賃と自給農業を「SNA 家計勘定」「自己使用のためのサービス生産」が重複して計上する項目とする。一方、

本稿は帰属家賃のみを該当する項目とする。 
14 UNECE（2017）は家計サービス生産等の分類別資本勘定に総固定資本形成を計上する。ただし、それは当該のサービス生産に必要な総

固定資本形成（例えば、炊事であれば、冷蔵庫の購入）を意味し、当該の分類が総固定資本形成に用いられる（例えば、炊事が投資と

される）ことを意味しない。 
   本稿の家計サテライト勘定は各分類の産出額と需要額のバランスを勘定系列にて示すよう、前者（当該のサービス生産に必要な総固定

資本形成）でなく、後者（当該の分類の総固定資本形成への産出額）をそこに計上する。家計サービス生産等は総固定資本形成に産出

されないため、当該欄は 0 である。一方、前者を「調整」に計上する。 
15 家計サービス等の計測方法（投入評価法、産出評価法）については、UNECE para.79-90 を参照のこと。 
16 総務省「平成 27 年産業連関表」によれば、住宅賃貸料（帰属家賃）の産出先は家計消費支出のみである。 

「ボランティア活動によるサービス生産」「調整」を加算し、

「拡張家計勘定」を得る。それを表の両端に記載する。そ

れは家計サービス生産等を含む家計の勘定系列である。 

 

第 4 節 家計サテライト勘定の各勘定 

以下、本稿の家計サテライト勘定の各勘定を、「自己使用

のためのサービス生産」「ボランティア活動によるサービス

生産」「調整」を中心に整理する。 

 

第 1 項 生産勘定 

源泉側の「産出」は家計サービス等の産出額である。私

市（2022）は、投入評価法でそれを測る15。帰属家賃は「SNA

家計勘定」にすでに含まれる。計数は平成 29 年度年報にお

ける「家計の目的別 終消費支出の構成」の「持ち家の帰

属家賃」である。すなわち、それについては、家計の消費

額と産出額が等しい16。 

使途側は家計サービス生産等にかかる中間投入、付加価

値（総）を示す。中間投入は、例えば炊事における米、野

菜などである。SNA 中枢体系はそれらを家計の 終消費支

出・現実 終消費に含める一方、家計サテライト勘定はそ

れらを家計サービス生産等の中間投入として扱う。 

付加価値（総）から固定資本減耗を控除し、付加価値（純）

を得る。固定資本減耗については、以下の通りである。SNA

中枢体系が耐久消費財とする冷蔵庫、洗濯機などを、家計

サテライト勘定は家計サービス生産等のための資本とする。

例えば、冷蔵庫を炊事、洗濯機を洗濯に用いる資本として

扱う。それら資産の固定資本減耗をここにそれぞれ計上す

る。なお、帰属家賃の固定資本減耗は、平成 29 年度年報に

おける制度部門別所得支出勘定「家計（個人企業を含む）」

の第 1 次所得の配分勘定に計上される「営業余剰（持ち家）

（総）」から「営業余剰（持ち家）（純）」を引いた値である。 
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第 2 項 所得の発生勘定 

源泉側に付加価値（純）を計上する。 

使途側では、それを各付加価値項目に分配する。雇用者

報酬は無償労働やボランティア活動の貨幣評価額である。

ここでは、代替費用法・スペシャリストアプローチによる

推計値を用いる。計数は私市（2022）による。ただし、ボ

ランティア活動については、ボランティア活動4.847兆円、

それに付随する移動 0.440 兆円を表 2.3 の係数により各制

度部門に配分する。家計分はそれぞれ 1.458 兆円、0.132 兆

円である。 

生産・輸入品に課される税には、家計サービス生産等に

かかる当該の税を計上する。私市（2022）は家計が支払う

自動車関連諸税（自動車重量税、自動車税）を推計対象と

し、それらを「移動」欄に計上する。SNA 中枢体系は、家

計が支払う自動車関連諸税を所得・富等に課される経常税

とする。一方、家計サテライト勘定は、それを当該の活動

の生産・輸入品に課される税とする。 

また、私市（2022）は帰属家賃に関する生産・輸入品に

課される税を以下のように算出する。平成 29 年度年報より

帰属家賃の産出額、営業余剰（純）、固定資本減耗を得る。

また、私市（2022）より中間投入を得る。帰属家賃にかか

る雇用者報酬、混合所得、補助金を 0 とする17。産出額から

それら付加価値項目を引き、残差を生産・輸入品に課され

る税とする。なお、それは「SNA 家計勘定」にすでに含ま

れるため、表 2.4 では「調整」に同額を負値で計上し、重複

を避ける。 

家計サービス生産等に関する補助金は、私市（2022）と

同様に、今回は該当なしとする。該当する補助金がある場

合、SNA 中枢体系は、それを例えば、現物社会移転以外の

社会給付とする。一方、家計サテライト勘定は、それを当

該の活動に対する補助金とする18。 

営業余剰・混合所得は家計サービス生産等による資本所

得である。私市（2022）は、それは家計サービス生産等に

おいて小さいと考え、無しと仮定する。 

 

第 3 項 第 1 次所得の配分勘定 

第 1 次所得の配分勘定では、財産所得の受け払いととも

 
17 総務省「平成 27 年産業連関表」によれば、住宅賃貸料（帰属家賃）の雇用者所得、経常補助金は 0 である。一方、間接税（関税・輸入

品商品税を除く。）に一定額を計上する。 
18 これら税・補助金の分類の仕方は、家計サービス生産等を含む一般均衡分析において、異なる結果を生む。これらを付加価値項目（生

産・輸入品に課される税、補助金）に計上する場合、それは家計サービスの価格に組み込まれ、家計サービス生産と市場サービス生産

の代替を通して、無償労働や労働供給、労働需要に影響を及ぼす。これらを経常移転項目（所得・富等に課される経常税、現物社会移

転以外の社会給付）に計上する場合、それは家計の可処分所得の導出過程に組み込まれ、家計の 終消費支出や貯蓄に影響を及ぼす。

補助金を一般政府の 終消費支出に計上する場合、産出額を投入評価法で測るとともに、産出額のうち市場での販売額を超過する分を、

一般政府の 終消費支出とする。それが個別消費支出であるとき、家計の現実 終消費に影響が及ぶ。 
19 所得・富等に課される経常税の負値は支払い額でなく、その分を減算することを意味する。生産・輸入品に課される税において、その

分を加算する。 
20 非市場単位（政府サービス生産者、対家計民間非営利サービス生産者）の産出額は投入評価法で測られる。そのため、当該単位でのボ

に、以下を記録する。 

源泉側では、「SNA 家計勘定」において、雇用者報酬を受

け取る。それとともに、「自己使用のためのサービス生産」

で無償労働の貨幣評価額を、「ボランティア活動によるサー

ビス生産」で家計・組織におけるボランティア活動の貨幣

評価額を受け取る。ボランティア活動の貨幣評価額は、ボ

ランティア活動を行う家計・組織の雇用者報酬に計上され、

第 1 次所得の配分勘定において、家計に配分される。後述

するように、それは所得の第 2 次分配勘定において、家計

（個人企業を含む）、一般政府、対家計民間非営利団体に分

配される。 

「自己使用のためのサービス生産」では、「帰属家賃」欄

にて営業余剰（持ち家）（純）を受け取る。なお、それは「SNA

家計勘定」にすでに含まれるため、「調整」に同額を負値で

計上し、重複を避ける。 

使途側では、それらを第 1 次所得バランスとして計上す

る。 

 

第 4 項 所得の第 2 次分配勘定 

源泉側では、第 1 次所得バランスとともに、現物社会移

転以外の社会給付、その他の経常移転を受け取る。前述の

通り、今回は家計サービス生産等に関する補助金を該当な

しとするため、現物社会移転以外の社会給付について、変

更はない。その他の経常移転では、ある家計がボランティ

ア活動を行い、他の家計がそれを用いる場合の貨幣評価額

を計上する。 

使途側では、所得・富等に課される経常税、純社会移転、

その他の経常移転を支払い、可処分所得を記録する。所得・

富等に課される経常税では、前述の通り、家計が支払う自

動車関連諸税を当該の活動の生産・輸入品に課される税と

し、その分を減額する19。その他の経常移転においては、家

計が他の家計に対して行うボランティア活動の貨幣評価額、

並びに非市場単位（一般政府、対家計民間非営利団体）に

おいて行うボランティア活動の貨幣評価額を計上する。前

者は家計の当該項目の源泉側で受け取られる。後者は一般

政府、対家計民間非営利団体の当該項目の源泉側で受け取

られる20。 
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第 5 項 現物所得の再分配勘定 

源泉側では、上記の可処分所得とともに、現物社会移転

を受け取る。現物社会移転は SNA 家計勘定分と家計が非市

場単位において行うボランティア活動の貨幣評価額分から

成る。 

使途側では、家計サービス生産等の分類ごとにそれらを

合計し、調整可処分所得を得る21。調整可処分所得は家計が

非市場単位において行うボランティア活動の貨幣評価額分

を含む。 

 

第 6 項 可処分所得の使用勘定 

源泉側では、上記の可処分所得などを受け取る。 

使途側では、それを 終消費支出と貯蓄に充てる。「自己

使用のためのサービス生産」において、家計は自らが生産

したサービスを 終消費する。「ボランティア活動によるサ

ービス生産」において、家計は他の家計並びに市場単位22

（非金融法人企業、金融機関23）が生産したボランティアサ

ービスを 終消費する24。「調整」において、帰属家賃の重

複計上を是正するとともに、家計サービス生産等に用いる

中間財、資本財を 終消費支出から減算する。前者（中間

財）を生産勘定にて中間投入として、後者（資本財）を資

本勘定にて総固定資本形成として計上する。家計サービス

生産等の分類ごとに可処分所得から 終消費支出を引き、

貯蓄を得る。 

 

 
ランティア活動を貨幣評価し、雇用者報酬に計上することにより、非市場単位の産出額はその分、増加する。当該単位でのボランティ

ア活動に伴う中間投入は、すでに計上されているものとする。本稿は、当該単位でのボランティア活動は個別サービスを生むとし、産

出額の増加分は個別サービスとする。一方、当該単位でのボランティア活動の貨幣評価額は、第 1 次所得の配分勘定において家計に配

分され、所得の第 2 次分配勘定において非市場単位に支払われる。非市場単位（一般政府、対家計民間非営利団体）の可処分所得、

終消費支出（個別消費支出）はその分、増加する。 
非市場単位の産出額、 終消費額はボランティア活動の貨幣評価額分、それぞれ増加し、当該部門の需給バランスは保たれる。後述す

る図 3.3 は上記の過程を示す。 
21 非市場単位（政府サービス生産者、対家計民間非営利サービス生産者）の産出額は投入評価法で測られる。そのため、当該単位でのボ

ランティア活動を貨幣評価し、雇用者報酬に計上することにより、非市場単位の産出額はその分、増加する。当該単位でのボランティ

ア活動に伴う中間投入は、すでに計上されているものとする。本稿は、当該単位でのボランティア活動は個別サービスを生むとし、産

出額の増加分は個別サービスとする。一方、当該単位でのボランティア活動の貨幣評価額は、第 1 次所得の配分勘定において家計に配

分され、所得の第 2 次分配勘定において非市場単位に支払われる。現物所得の再分配勘定において、それを再び、非市場単位（一般政

府、対家計民間非営利団体）から家計に受け渡す。家計の調整可処分所得、現実 終消費はその分、増加する。 
非市場単位の産出額、家計の現実 終消費はボランティア活動の貨幣評価額分、それぞれ増加し、当該部門が生産するサービスの需給

バランスは保たれる。後述する図 3.4 は上記の過程を示す。 
22 本稿は市場単位（家計、非金融法人企業、金融機関）におけるボランティア活動の産出額を投入評価法で測る。当該単位でのボランテ

ィア活動を貨幣評価し、雇用者報酬に計上することにより、市場単位の産出額はその分、増加する。当該単位でのボランティア活動に

伴う中間投入は、すでに計上されているものとする。後述する図 3.2 は上記の過程を示す。 
23 ただし、前述の通り、基礎統計の制約により、金融機関のボランティアサービスの生産は 0 である。 
24 可処分所得の使用勘定では、市場単位が生産したボランティアサービスは、家計により 終消費される。非市場単位（一般政府、対家

計民間非営利団体）が生産したボランティアサービスは、当該単位により 終消費される。 
25 調整可処分所得の使用勘定では、市場単位・非市場単位が生産したボランティアサービスは、家計により 終消費される。家計はそれ

により便益を得る。 
26 調整可処分所得、現実 終消費が、家計が非市場単位において行うボランティア活動の貨幣評価額分をそれぞれ含むためである。 
27 その証明を私市（2022）に加筆し、以下に引用する。 

拡張家計勘定 可処分所得 
＝SNA 家計勘定 可処分所得 
＋無償労働・ボランティア活動の貨幣評価額（※1）＋生産・輸入品に課される税（※2） 

第 7 項 調整可処分所得の使用勘定 

源泉側では、上記の調整可処分所得などを受け取る。前

述の通り、調整可処分所得は、家計が非市場単位において

行うボランティア活動の貨幣評価額分を含む。 

使途側では、それを現実 終消費と貯蓄に充てる。「自己

使用のためのサービス生産」において、家計は自らが生産

したサービスを 終消費し、便益を得る。「ボランティア活

動によるサービス生産」において、家計は他の家計並びに

市場単位・非市場単位が生産したボランティアサービスを

終消費し、便益を得る25。「調整」において、帰属家賃の

重複計上を是正するとともに、家計サービス生産等に用い

る中間財、資本財を現実 終消費から減算する。前者（中

間財）を生産勘定にて中間投入として、後者（資本財）を

資本勘定にて総固定資本形成として計上する。家計サービ

ス等の分類ごとに調整可処分所得から現実 終消費を引き、

貯蓄を得る。 

SNA 家計勘定と同様に、拡張家計勘定においても、それは

可処分所得の使用勘定の貯蓄と等しい26。 

 

第 8 項 資本勘定 

源泉側では、上記の貯蓄などを受け取る。拡張家計勘定

の貯蓄は SNA 家計勘定の貯蓄よりも、4,685 億円大きい。

これは、家計サービス生産等を組み込むことに伴う総固定

資本形成の増加分（5 兆 2,365 億円）から固定資本減耗の増

加分（4 兆 7,680 億円）を引いた値、すなわち純固定資本形

成の増加分に等しい27。 
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使途側では、総固定資本形成などを記録する。家計サー

ビス生産等は総固定資本形成に産出されないため、「自己使

用のためのサービス生産」「ボランティア活動によるサービ

ス生産」において、当該欄は 0 である。「調整」において、

家計サービス生産等を組み込むことに伴う総固定資本形成

の増加分（5 兆 2,365 億円）を計上、また固定資本減耗の増

加分（4 兆 7,680 億円）を控除項目として計上する。 

純貸出（＋）／純借入（－）はバランス項目である。前

述の通り、拡張家計勘定は SNA 家計勘定と比べて、源泉側

で貯蓄が増加する。それは使途側の純固定資本形成の増加

分に等しい。源泉側、使途側が同額、増加するため、SNA

家計勘定から拡張家計勘定への変換において、資本勘定で

は純貸出（＋）／純借入（－）は変化しない。 

 

第 9 項 金融勘定 

家計サービス生産等の組み込みは、純貸出（＋）／純借

入（－）に影響を及ぼさない。また、本稿の家計サテライ

ト勘定は、家計サービス生産等は金融取引を伴わないとす

る。そのため、SNA 家計勘定の金融勘定と拡張家計勘定の

金融勘定は同一である。 

 

第 5 節 勘定系列への拡張家計勘定の組み込み 

表 2.1は SNA中枢体系が捉える経済循環を示す勘定系列

である。本稿は同表から家計勘定を抜粋、表 2.4 の家計サ

テライト勘定において、それに「自己使用のためのサービ

ス生産」「ボランティア活動によるサービス生産」を加え、

拡張家計勘定を作成する。拡張家計勘定は、家計サービス

 
（※1）市場単位（家計、非金融法人企業、金融機関）における分。以下、同様 
（※2）家計サービス生産等への 終消費支出を通して、一般政府に分配される 
 
拡張家計勘定 終消費支出 
＝SNA 家計勘定 終消費支出－総固定資本形成分類変更額－中間投入分類変更額 
＋家計サービス生産等（産出額） 
＝SNA 家計勘定 終消費支出－総固定資本形成分類変更額－中間投入分類変更額 
＋（中間投入分類変更額＋無償労働・ボランティア活動の貨幣評価額 
＋固定資本減耗加算額＋生産・輸入品に課される税） 
 
拡張家計勘定 貯蓄額－SNA 家計勘定 貯蓄額 
＝（拡張家計勘定 可処分所得－拡張家計勘定 終消費支出） 
－（SNA 家計勘定 可処分所得－SNA 家計勘定 終消費支出） 
 
＝ SNA 家計勘定 可処分所得＋無償労働・ボランティア活動の貨幣評価額＋生産・輸入品に課される税 
－〔SNA 家計勘定 終消費支出－総固定資本形成分類変更額－中間投入分類変更額 
＋（中間投入分類変更額＋無償労働・ボランティア活動の貨幣評価額 
＋固定資本減耗加算額＋生産・輸入品に課される税）〕 
－（SNA 家計勘定 可処分所得－SNA 家計勘定 終消費支出） 
 
＝ 総固定資本形成分類変更額－固定資本減耗加算額 

28 例えば、一国経済の雇用者報酬に無償労働・ボランティア活動の貨幣評価額を加算する。同様に、一般政府、対家計民間非営利団体の

その他の経常移転の源泉側に、当該の組織におけるボランティア活動の貨幣評価額を加算する。 
29 第 1 節では、他の項目の扱いの変更（家計サービス生産等に用いる財・サービスの中間投入、総固定資本形成への組み換え、租税の生

産・輸入品に課される税への組み換え、固定資本減耗の計上など）を省略する。第 2 節にて、経済循環の変化の詳細を考察する。図 3.1
～図 3.4 は経済循環の変化を簡単化し、ポイントを抜粋したイメージ図である。 

生産等を含む家計の勘定系列である。 

前述の通り、それらサービスの生産を他の統計でなく、

SNA サテライト勘定で扱う利点のひとつは、サテライト勘

定が捉える情報を SNA 中枢体系の勘定群と接合すること

により、前者から得る知見を後者が記録する経済循環につ

なげ、当該のテーマを部分的でなく、一国の経済システム

のなかに位置付け、体系的な考察へと発展させることがで

きることにある。 

ここでは、表 2.1 の SNA 家計勘定を表 2.4 で得た拡張家

計勘定に置き換えるとともに、それと整合するよう、一国

経済及び他の制度部門の計数を調整28、家計サービス生産

等を含む経済循環を記述する。 

表 2.5 は当該の勘定系列、表 2.6 は家計サービス生産等を

含む経済循環の計数から、SNA 中枢体系が捉える経済循環

の計数を引いた値である。 

 

第Ⅲ章 家計サービス生産等を含む経済循環 

表 2.1 は SNA 中枢体系が捉える経済循環を、表 2.5 は家

計サービス生産等を含む形に生産境界を拡張した場合の経

済循環を示す。表 2.6 は取引ごとの両者の差である。ここ

では、前者から後者に生産境界を拡張した場合の経済循環

の変容を考察する。 

 

第 1 節 無償労働・ボランティア活動の貨幣評価の扱い 

本節では、無償労働・ボランティア活動の貨幣評価が経

済循環に及ぼす影響を概観する29。 
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表 2.5 家計サービス生産等を含む経済循環 
（単位：10 億円） 

使途 源泉 使途 源泉 使途 源泉 使途 源泉 使途 源泉 使途 源泉

生産勘定

　産出 1,218,879.7 34,696.0 68,103.2 19,380.7
　　市場産出

　　自己 終使用のための産出

　　非市場産出

　中間投入 537,211.3 12,373.4 20,251.7 4,233.2
　付加価値（総） 681,668.4 22,322.6 47,851.4 15,147.4
　（控除）固定資本減耗 124,576.1 2,410.2 17,783.1 2,179.4
　付加価値（純） 557,092.3 19,912.4 30,068.3 12,968.0
所得の発生勘定

　付加価値（純） 557,092.3 19,912.4 30,068.3 12,968.0
　雇用者報酬 411,782.0 11,115.3 29,922.3 12,684.3
　生産・輸入品に課される税 45,560.0
　（控除）補助金 3,256.8
　営業余剰・混合所得 103,007.1 56,619.7 8,454.5 0.0 37,932.8 0.0
第1次所得の配分勘定

　雇用者報酬 411,782.0 411,782.0
　海外からの雇用者報酬（純） 109.4 109.4
　営業余剰・混合所得 103,007.0 56,619.7 8,454.5 37,932.8
　生産・輸入品に課される税 45,560.0 45,560.0
　（控除）補助金 3,256.8 3,256.8
　財産所得 83,036.0 100,905.3 27,828.5 22,743.0 42,881.3 44,307.2 9,841.2 7,415.6 2,432.4 26,145.0 52.6 294.5
　第1次所得バランス 575,071.2 51,534.3 9,880.5 39,877.7 473,536.8 241.9
所得の第2次分配勘定

　第1次所得バランス 575,071.2 51,534.3 9,880.5 39,877.7 473,536.8 241.9
　所得・富等に課される経常税 51,594.8 51,594.9 19,014.3 3,892.9 51,594.9 28,687.6
　純社会負担 78,060.1 78,060.0 872.6 8,253.3 68,777.7 78,060.1 156.4
　現物社会移転以外の社会給付 78,056.0 78,056.1 872.6 9,069.6 67,552.2 78,056.1 561.6
　その他の経常移転 109,642.6 107,705.2 6,973.6 4,611.3 6,119.4 5,983.5 72,222.1 66,902.2 24,265.2 17,490.7 62.3 12,717.5
　可処分所得 573,133.6 30,157.6 5,035.4 87,378.1 438,070.6 12,491.9
現物所得の再分配勘定

　可処分所得 573,133.6 30,157.6 5,035.4 87,378.1 438,070.6 12,491.9
　現物社会移転 76,261.9 76,261.9 65,209.2 76,261.9 11,052.7
　調整可処分所得 573,133.6 30,157.6 5,035.4 22,168.9 514,332.5 1,439.2
可処分所得の使用勘定

　可処分所得 573,133.6 30,157.6 5,035.4 87,378.1 438,070.6 12,491.9
　年金受給権の変動調整 -816.3 -816.3 -816.3 -816.3
　 終消費支出 546,640.5 106,935.6 428,652.2 11,052.7
　貯蓄 26,493.1 30,157.6 5,851.7 -19,557.5 8,602.1 1,439.2
調整可処分所得の使用勘定

　調整可処分所得 573,133.6 30,157.6 5,035.4 22,168.9 514,332.5 1,439.2
　年金受給権の変動調整 -816.3 -816.3 -816.3 -816.3
　現実 終消費 546,640.5 41,726.4 504,914.1
　貯蓄 26,493.1 30,157.6 5,851.7 -19,557.5 8,602.1 1,439.2
資本勘定

　貯蓄 26,493.1 30,157.6 5,851.7 -19,557.5 8,602.1 1,439.2
　資本移転等（受取） 15,569.3 4,662.9 1,447.7 8,214.9 1,196.9 46.9
　（控除）資本移転等（支払） 16,312.7 2,207.3 7,069.2 4,416.0 2,620.2 0.0
　統計上の不突合 976.2 -3,012.3 335.7 6,453.7 -2,469.6 -331.3
　総固定資本形成 130,217.6 83,589.6 2,406.4 19,552.3 22,270.5 2,398.8
　（控除）固定資本減耗 124,576.1 77,800.7 2,416.1 17,783.1 24,396.8 2,179.4
　在庫変動 479.2 485.2 -14.3 8.3 0.0
　土地の購入（純） 0.0 951.6 -42.5 1,016.8 -2,525.2 599.3
　純貸出（＋）／純借入（－） 20,605.1 22,375.2 618.1 -12,076.7 9,352.4 336.1
金融勘定

　純貸出（＋）／純借入（－） 20,605.1 22,375.2 618.1 -12,076.7 9,352.4 336.1
　貨幣用金・SDR等 377.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 377.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　現金・預金 152,230.7 151,008.1 17,619.0 0.0 98,831.5 151,008.1 14,684.2 0.0 17,443.0 0.0 3,653.0 0.0
　貸出・借入 43,022.8 53,919.9 402.4 9,349.6 41,844.8 41,152.3 702.4 -1,897.3 -11.4 4,749.6 84.6 565.7
　債務証券 24,507.4 33,086.1 -348.8 4,775.4 32,265.4 5,992.0 -4,860.1 22,318.7 -346.9 0.0 -2,202.2 0.0
　持分・投資信託受益証券 15,241.5 11,134.1 -811.4 -1,290.3 19,801.9 12,431.5 2,411.7 -7.1 -6,151.9 0.0 -8.8 0.0
　保険・年金・定額保証 5,982.3 5,982.3 32.2 -1,210.9 -1,466.3 7,193.2 0.0 0.0 7,416.4 0.0 0.0 0.0
　金融派生商品・雇用者ストックオプション 10.0 10.0 0.0 10.0 0.0 0.0 0.0 0.0 10.0 0.0 0.0 0.0
　その他の金融資産・負債 38,635.0 4,261.1 18,698.1 1,582.5 30,342.7 3,224.8 -6,560.6 -1,583.0 -3,622.2 635.0 -223.0 401.8
その他の資産量変動勘定

　その他の資産量変動による正味資産の変動 405.5 4,591.9 1,588.3 -101.2 -5,746.4 72.9
　非金融資産 -532.0 -45.6 0.0 -194.2 -292.2 0.0
　金融資産／負債 -17,823.7 -18,761.2 -8,608.9 -13,246.4 -3,424.8 -5,013.1 93.0 0.0 -5,883.0 -428.8 0.0 -72.9
再評価勘定

　名目保有利得または損失による正味資産の変動 8,574.7 7,890.1 3,368.0 -16,914.3 13,579.6 651.3
　非金融資産 33,027.9 9,326.8 530.7 4,709.6 17,614.1 846.7
　金融資産／負債 -23,471.4 981.8 -24,431.1 -22,994.4 8,683.6 5,846.3 -3,369.5 18,254.4 -4,159.0 -124.5 -195.4 0.0
期首貸借対照表

　正味資産 3,296,973.6 463,964.4 141,055.9 48,358.1 2,548,930.8 94,664.4
　非金融資産 2,957,756.6 1,118,118.8 30,274.2 689,129.3 1,047,480.0 72,754.3
　金融資産／負債 7,198,645.7 6,859,428.7 1,079,486.6 1,733,641.0 3,658,627.3 3,547,845.6 604,672.5 1,245,443.7 1,804,897.8 303,447.0 50,961.5 29,051.4
資本・金融勘定

　貯蓄 26,493.1 30,157.6 5,851.7 -19,557.5 8,602.1 1,439.2
　海外からの資本移転等（純） -743.4 2,455.6 -5,621.5 3,798.9 -1,423.3 46.9
　統計上の不突合 976.2 -3,012.3 335.7 6,453.7 -2,469.6 -331.3
　純固定資本形成 5,641.5 5,788.9 -9.7 1,769.2 -2,126.3 219.4
　在庫変動 479.2 485.2 0.0 -14.3 8.3 0.0
　土地の購入（純） 0.0 951.6 -42.5 1,016.8 -2,525.2 599.3
　金融資産／負債の変動 280,006.7 259,401.6 35,591.5 13,216.3 221,620.0 221,001.9 6,754.6 18,831.3 14,737.0 5,384.6 1,303.6 967.5
調整勘定

　正味資産 8,980.2 12,482.0 4,956.3 -17,015.5 7,833.2 724.2
　非金融資産 32,495.9 9,281.2 530.7 4,515.4 17,321.9 846.7
　金融資産／負債 -41,295.1 -17,779.4 -33,040.0 -36,240.8 5,258.8 833.2 -3,276.5 18,254.4 -10,042.0 -553.3 -195.4 -72.9
期末貸借対照表

　正味資産 3,332,679.7 506,047.4 146,578.1 22,037.6 2,561,473.2 96,543.4
　非金融資産 2,996,373.3 1,134,625.8 30,752.7 696,416.4 1,060,158.7 74,419.7
　金融資産／負債 7,437,357.3 7,101,050.9 1,082,038.1 1,710,616.5 3,885,506.1 3,769,680.7 608,150.6 1,282,529.4 1,809,592.8 308,278.3 52,069.7 29,946.0

【拡張】
対家計民間
非営利団体

【拡張】
一国経済

【拡張】
非金融法人企業

【拡張】
金融機関

【拡張】
一般政府

【拡張】
家計

（個人企業を含む）

342.5 146.0 283.7

 
（注） 網掛けは基礎統計の制約上、計数が不明であることを示す。 
（出所）平成 29 年度年報及び私市（2022）に基づき、筆者作成。 
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表 2.6 経済循環の比較 
（単位：10 億円） 

使途 源泉 使途 源泉 使途 源泉 使途 源泉 使途 源泉 使途 源泉

生産勘定

　産出 221,951.3 0.0 360.5 3,226.2
　　市場産出

　　自己 終使用のための産出

　　非市場産出

　中間投入 75,293.1 0.0 0.0 0.0
　付加価値（総） 146,658.2 0.0 360.5 3,226.2
　（控除）固定資本減耗 4,768.0 0.0 0.0 0.0
　付加価値（純） 141,890.2 0.0 360.5 3,226.2
所得の発生勘定

　付加価値（純） 141,890.2 0.0 360.5 3,226.2
　雇用者報酬 141,521.0 0.0 360.5 3,226.2
　生産・輸入品に課される税 369.2
　（控除）補助金 0.0
　営業余剰・混合所得 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
第1次所得の配分勘定

　雇用者報酬 141,521.0 141,521.0
　海外からの雇用者報酬（純） 0.0 0.0
　営業余剰・混合所得 -0.1 0.0 0.0 0.0
　生産・輸入品に課される税 369.2 369.2
　（控除）補助金 0.0 0.0
　財産所得 0.1 -0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　第1次所得バランス 141,890.3 0.0 0.0 369.2 141,521.0 0.0
所得の第2次分配勘定

　第1次所得バランス 141,890.3 0.0 0.0 369.2 141,521.0 0.0
　所得・富等に課される経常税 -369.3 -369.2 0.0 0.0 -369.2 -369.2
　純社会負担 0.0 -0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　現物社会移転以外の社会給付 -0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　その他の経常移転 5,177.0 5,177.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 360.5 5,177.1 1,590.4 0.0 3,226.2
　可処分所得 141,890.2 0.0 0.0 360.5 138,303.5 3,226.2
現物所得の再分配勘定

　可処分所得 141,890.2 0.0 0.0 360.5 138,303.5 3,226.2
　現物社会移転 3,586.7 3,586.7 360.5 3,586.7 3,226.2
　調整可処分所得 141,890.2 0.0 0.0 0.0 141,890.2 0.0
可処分所得の使用勘定

　可処分所得 141,890.2 0.0 0.0 360.5 138,303.5 3,226.2
　年金受給権の変動調整 0.0 0.0 0.0 0.0
　 終消費支出 141,421.6 360.5 137,835.0 3,226.2
　貯蓄 468.5 0.0 0.0 0.0 468.5 0.0
調整可処分所得の使用勘定

　調整可処分所得 141,890.2 0.0 0.0 0.0 141,890.2 0.0
　年金受給権の変動調整 0.0 0.0 0.0 0.0
　現実 終消費 141,421.6 0.0 141,421.7
　貯蓄 468.5 0.0 0.0 0.0 468.5 0.0
資本勘定

　貯蓄 468.5 0.0 0.0 0.0 468.5 0.0
　資本移転等（受取） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　（控除）資本移転等（支払） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　統計上の不突合 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　総固定資本形成 5,236.3 0.0 0.0 0.0 5,236.5 0.0
　（控除）固定資本減耗 4,768.0 0.0 0.0 0.0 4,768.0 0.0
　在庫変動 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　土地の購入（純） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　純貸出（＋）／純借入（－） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
金融勘定

　純貸出（＋）／純借入（－） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　貨幣用金・SDR等 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　現金・預金 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　貸出・借入 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　債務証券 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　持分・投資信託受益証券 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　保険・年金・定額保証 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　金融派生商品・雇用者ストックオプション 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　その他の金融資産・負債 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
その他の資産量変動勘定

　その他の資産量変動による正味資産の変動 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　非金融資産 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　金融資産／負債 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
再評価勘定

　名目保有利得または損失による正味資産の変動 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　非金融資産 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　金融資産／負債 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
期首貸借対照表

　正味資産 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　非金融資産 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　金融資産／負債 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
資本・金融勘定

　貯蓄 468.5 0.0 0.0 0.0 468.5 0.0
　海外からの資本移転等（純） -0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　統計上の不突合 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　純固定資本形成 468.3 0.0 0.0 0.0 468.5 0.0
　在庫変動 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　土地の購入（純） 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　金融資産／負債の変動 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
調整勘定

　正味資産 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　非金融資産 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
　金融資産／負債 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0
期末貸借対照表

　正味資産 468.4 0.0 0.0 0.0 468.5 0.0
　非金融資産 468.4 0.0 0.0 0.0 468.5 0.0
　金融資産／負債 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

【拡張－SNA】
対家計民間
非営利団体

【拡張－SNA】
一国経済

【拡張－SNA】
非金融法人企業

【拡張－SNA】
金融機関

【拡張－SNA】
一般政府

【拡張－SNA】
家計

（個人企業を含む）

0.0 0.0 0.0

 
（注） 網掛けは基礎統計の制約上、計数が不明であることを示す。 
（出所）平成 29 年度年報及び私市（2022）に基づき、筆者作成。 
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第 1 項 無償労働による家計サービス 

図 3.1 は無償労働による家計サービスの生産とその消費

を示す。家計は無償労働などにより、家計サービスを生産

する。無償労働の貨幣評価額は付加価値（総）に計上され、

所得の発生勘定における雇用者報酬などを通して、家計に

分配される。家計は無償労働の貨幣評価額を含む可処分所

得により、家計サービスを自ら消費する。 

 

図 3.1 無償労働による家計サービス 

 
（出所）筆者作成。 

 

第 2 項 ボランティア活動によるボランティアサービス 

図 3.2～図 3.4はボランティア活動によるボランティアサ

ービスの生産とその消費を示す。 

本稿は市場単位においても、非市場単位においても、ボ

ランティア活動の産出額を投入評価法で測る。また、家計

を除く各単位において、ボランティア活動に伴う中間投入

は、すでに計上されているものとする。当該単位の産出額

はボランティア活動の貨幣評価額分、増加する。それを個

別サービスとして扱う。 

図 3.2 は市場単位におけるボランティア活動を示す。ボ

ランティア活動の貨幣評価額は付加価値（総）に計上され、

所得の発生勘定における雇用者報酬などを通して、家計に

分配される。ある家計が他の家計に対してボランティア活

動を行う場合、その貨幣評価額を所得の第 2 次分配勘定（家

計）において、その他の経常移転として使途側、源泉側に

計上する。家計はボランティア活動の貨幣評価額を含む可

処分所得により、市場単位が生産するボランティアサービ

スを消費する。 

 

図 3.2 ボランティア活動によるボランティアサービス（市場単位） 

 

 

図 3.3 は非市場単位におけるボランティア活動を 終消

費支出概念で示す。ボランティア活動の貨幣評価額は付加

価値（総）に計上され、所得の発生勘定における雇用者報

酬などを通して、家計に分配される。家計はその貨幣評価

額を所得の第 2 次分配勘定において、その他の経常移転と

して使途側に計上、非市場単位はそれを源泉側に計上する。

非市場単位はボランティア活動の貨幣評価額を含む可処分

所得により、ボランティアサービスを自ら消費し、家計に

便益を与える。 

図 3.4 は非市場単位におけるボランティア活動を現実

付加価値（総） 

生産勘定 

（家計） 無償労働 

可処分所得の使用勘定 

（家計） 終消費支出 貯蓄 

可処分所得 無償労働 

中間投入

家計サービス 

（ ）

所得の第 2 次分配勘定 

（家計） 

（所得の発生勘定、第 1 次所得の配分勘定） 

産出額 生産勘定 

（市場単位） 中間投入 付加価値（総） 

可処分所得の使用勘定 

（家計） 終消費支出 貯蓄 

可処分所得 

（出所）筆者作成。 
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終消費概念で示す。非市場単位におけるボランティア活動

の貨幣評価額は付加価値（総）に計上され、所得の発生勘

定における雇用者報酬などを通して、家計に分配される。

家計はその貨幣評価額を所得の第 2 次分配勘定において、

その他の経常移転として使途側に計上、非市場単位はそれ

を源泉側に計上する。非市場単位はそれを現物所得の再分

配勘定において、現物社会移転として使途側に計上、家計

はそれを源泉側に計上する。家計はボランティア活動の貨

幣評価額を含む調整可処分所得により、非市場単位が生産

するボランティアサービスを消費し、便益を享受する。 

 

図 3.3 ボランティア活動によるボランティアサービス（非市場単位） 

〔最終消費支出概念〕 

 

 

図 3.4 ボランティア活動によるボランティアサービス（非市場単位） 

〔現実最終消費概念〕 

 
 

 

第 2 節 経済循環の変化 
表 3.1～表 3.12は経済循環における各項目の変化を示す。

それぞれの表において、上段は各項目、下段はその要因と

 
30 ただし、四捨五入の関係上、一部の表において合計と内訳の不一致、表間の数値の不一致がある。 

なる内訳項目である。それら計数は表 2.6 からの抜粋であ

り、すべてがひとつの経済循環として整合する30。家計サー

ビス生産等を含む形への生産境界の拡張は、表 2.1 から表

産出額 

所得の第 2 次分配勘定 

（家計）（非市場単位） 

中間投入 付加価値（総） 

（所得の発生勘定、第 1 次所得の配分勘定） 

生産勘定 

（非市場単位） 

可処分所得の使用勘定 

（非市場単位） 終消費支出 貯蓄 

可処分所得 

（家計） 現実 終消費 貯蓄 

調整可処分所得 

産出額 

所得の第 2 次分配勘定 

（家計）（非市場単位） 

中間投入 付加価値（総） 

（所得の発生勘定、第 1 次所得の配分勘定） 

生産勘定 

（非市場単位） 

現物所得の再分配勘定 

（非市場単位）（家計） 

（出所）筆者作成。 

（出所）筆者作成。 
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2.5 へと一国の経済循環を体系的に変化させる。 

 

第 1 項 産出額、需要額の変化 

表 3.1 は一国経済の産出額の変化を制度部門別に示す。

表 3.2 はそれを需要側から捉え、需要項目別に示す。 

一国経済の産出額は表 3.1 の通り、996.9 兆円から 1,218.9

兆円へと 222.0 兆円増加する。その大半は、家計の「自己

使用のためのサービス生産」の計上であり、それは 216.3 兆

円である。また、家計自身による「ボランティア活動によ

るサービス生産」により、家計の産出額は 2.0 兆円増加す

る。前述の通り、「調整」は「SNA 家計勘定」「自己使用の

ためのサービス生産」に重複して計上される帰属家賃など

の調整を行う。帰属家賃は SNA 中枢体系に含まれ、当該の

生産境界の拡張によっても影響を受けないため、その変化

分は 0 である。家計以外の制度部門の産出額も、ボランテ

ィア活動の貨幣評価額分、増加する。 

需要額も表 3.2 の通り、産出額と同額、増加する。家計

が家計サービス生産等に用いる中間財を 終消費から中間

投入に組み替える。それにより、中間投入は 75.3 兆円増加

する。 終消費支出では家計サービス生産等に用いる中間

財を中間投入に、資本財の購入を総固定資本形成に組み替

えるとともに、家計が行う「自己使用のためのサービス生

産」の 終消費、家計・組織が行う「ボランティア活動に

よるサービス生産」の 終消費を計上する。それらにより、

終消費支出は 141.4 兆円増加する。また、前述の組み換

えにより、総固定資本形成は 5.2 兆円増加する。在庫変動、

財貨・サービスの輸出入は変化しない。 

産出額、需要額がそれぞれ同額分、増加し、需給バラン

スは保たれる。 

 

表 3.1 産出額の変化 
（単位：10億円） 

部門 項目 金額 

一国経済 産出額 221,951.3
家計（個人企業を含む） 産出額（自己使用のためのサービス生産） 216,280.9
家計（個人企業を含む） 産出額（ボランティア活動によるサービス生産） 1,973.8
家計（個人企業を含む） 産出額（調整） 0.0
非金融法人企業 産出額 109.9
金融機関 産出額 0.0
一般政府 産出額 360.5
対家計民間非営利団体 産出額 3,226.2

（出所）表 2.6 に基づき、筆者作成。 
 

表 3.2 需要額の変化 
（単位：10億円） 

部門 項目 金額 

一国経済 需要額 221,951.3
一国経済 中間投入 75,293.1
一国経済 終消費支出 141,421.6
一国経済 総固定資本形成 5,236.3
一国経済 在庫変動 0.0
一国経済 財貨・サービスの輸出 0.0
一国経済 （控除）財貨・サービスの輸入 0.0

（出所）表 2.6 に基づき、筆者作成。 

 

第 2 項 中間投入、付加価値（総）の変化 

表 3.3 は中間投入の変化を、表 3.4 は付加価値（総）の変

化を内訳とともに示す。 

一国経済の中間投入は表 3.3の通り、461.9兆円から 537.2

兆円へと 75.3 兆円増加する。前述の通り、家計が家計サー

ビス生産等に用いる中間財を 終消費から中間投入に組み

替えるためである。その大半は、家計の「自己使用のため

のサービス生産」に伴う中間財であり、それにより、中間

投入は 75.1 兆円増加する。また、家計自身による「ボラン

ティア活動によるサービス生産」により、中間投入は 0.2 兆

円増加する。 

一国経済の付加価値（総）は表 3.4 の通り、535.0 兆円か
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ら 681.7 兆円へと 146.7 兆円増加する31。その大半は、家計

の「自己使用のためのサービス生産」に伴う付加価値（総）

であり、それにより、同項目は 141.2 兆円増加する。また、

家計・組織における「ボランティア活動によるサービス生

産」により、同項目は計 5.4 兆円増加する。対家計民間非

営利団体における増加が大きく、その額は 3.2 兆円、次が

家計における増加であり、その額は 1.7 兆円である。 

 

表 3.3 中間投入の変化 
（単位：10億円） 

部門 項目 金額 

一国経済 中間投入 75,293.1
家計（個人企業を含む） 中間投入（自己使用のためのサービス生産） 75,064.3
家計（個人企業を含む） 中間投入（ボランティア活動によるサービス生産） 228.8
家計（個人企業を含む） 中間投入（調整） 0.0

（出所）表 2.6 に基づき、筆者作成。 

 

表 3.4 付加価値（総）産出額の変化 
（単位：10億円） 

部門 項目 金額 

一国経済 付加価値（総） 146,658.2
家計（個人企業を含む） 付加価値（総）（自己使用のためのサービス生産） 141,216.6
家計（個人企業を含む） 付加価値（総）（ボランティア活動によるサービス生産） 1,745.0
家計（個人企業を含む） 付加価値（総）（調整） 0.0
非金融法人企業 付加価値（総） 109.9
金融機関 付加価値（総） 0.0
一般政府 付加価値（総） 360.5
対家計民間非営利団体 付加価値（総） 3,226.2

（出所）表 2.6 に基づき、筆者作成。 

 

第 3 項 付加価値項目の変化 

表 3.5～表 3.7 は付加価値項目の変化を内訳とともに示

す。 

雇用者報酬は表 3.5 の通り、141.5 兆円増加する。内訳は

無償労働の貨幣評価額が 136.2 兆円、家計におけるボラン

ティア活動の貨幣評価額が 1.6 兆円、対家計民間非営利団

体におけるボランティア活動の貨幣評価額が 3.2 兆円など

である。 

固定資本減耗は表 3.6 の通り、4.8 兆円増加する。家計サ

ービス生産等に用いる耐久消費財を資本とし、その固定資

本減耗を計上するためである。「自己使用のためのサービス

生産」に伴う固定資本減耗は 4.6 兆円、「ボランティア活動

によるサービス生産」に伴う固定資本減耗は 0.1 兆円であ

る。 

生産・輸入品に課される税は表 3.7 の通り、0.4 兆円増加

する。家計サービス生産等に伴う租税を所得・富等に課さ

れる経常税から生産・輸入品に課される税に組み替えるた

めである。「自己使用のためのサービス生産」に伴う生産・

輸入品に課される税は 0.4 兆円増加する。 

本稿は、家計サービス生産等による資本所得は小さいと

考え、無しと仮定する。そのため、営業余剰・混合所得は

変化しない。また、前述の通り、本稿は家計サービス生産

等に対する補助金を現物社会移転以外の社会給付から補助

金に組み替えない。そのため、補助金も変化しない。 

したがって、付加価値（総）の変化は、雇用者報酬、固

定資本減耗、生産・輸入品に課される税の変化による。 

 

 

 

 
31  付加価値（総）に統計上の不突合を加えた値が、国内総生産（GDP）である。生産境界を拡張しても、統計上の不突合は変化しない。

そのため、GDP に相当する項目も付加価値（総）と同額、増加する。 
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表 3.5 雇用者報酬の変化 
（単位：10億円） 

部門 項目 金額 

一国経済 雇用者報酬 141,521.0
家計（個人企業を含む） 雇用者報酬（自己使用のためのサービス生産） 136,234.0
家計（個人企業を含む） 雇用者報酬（ボランティア活動によるサービス生産） 1,590.4
家計（個人企業を含む） 雇用者報酬（調整） 0.0
非金融法人企業 雇用者報酬 109.9
金融機関 雇用者報酬 0.0
一般政府 雇用者報酬 360.5
対家計民間非営利団体 雇用者報酬 3,226.2

（出所）表 2.6 に基づき、筆者作成。 

 

表 3.6 固定資本減耗の変化 
（単位：10億円） 

部門 項目 金額 

一国経済 固定資本減耗 4,768.0
家計（個人企業を含む） 固定資本減耗（自己使用のためのサービス生産） 4,631.0
家計（個人企業を含む） 固定資本減耗（ボランティア活動によるサービス生産） 137.0
家計（個人企業を含む） 固定資本減耗（調整） 0.0

（出所）表 2.6 に基づき、筆者作成。 

 

表 3.7 生産・輸入品に課される税の変化 
（単位：10億円） 

部門 項目 金額 

一国経済 生産・輸入品に課される税 369.2
家計（個人企業を含む） 生産・輸入品に課される税（自己使用のためのサービス生産） 351.6
家計（個人企業を含む） 生産・輸入品に課される税（ボランティア活動によるサービス生産） 17.6
家計（個人企業を含む） 生産・輸入品に課される税（調整） 0.0

（出所）表 2.6 に基づき、筆者作成。 

 

第 4 項 再分配・移転項目の変化 

表 3.8 はその他の経常移転の変化を、表 3.9 は現物社会移

転の変化を内訳とともに示す。 

家計のその他の経常移転の支払いは表 3.8 の通り、5.2 兆

円増加する。他の家計、一般政府、対家計民間非営利団体

におけるボランティア活動の貨幣評価額を各部門に支払う

ためである。所得の第 2 次分配勘定において、家計は 1.6 兆

円、一般政府は 0.4 兆円、対家計民間非営利団体は 3.2 兆

円、それを受け取る。 

家計の現物社会移転の受取は表 3.9 の通り、3.6 兆円増加

する。一般政府、対家計民間非営利団体では、ボランティ

ア活動の貨幣評価額分、産出額が増加し、本稿はその増加

分を個別サービスとするためである。現物所得の再分配勘

定では、それが一般政府、対家計民間非営利団体から家計

に支払われ、同部門の調整可処分所得の源泉のひとつとな

る。 
 

表 3.8 その他の経常移転の変化 
（単位：10億円） 

部門 項目 金額 

家計（個人企業を含む） その他の経常移転（支払） 5,177.1
家計（個人企業を含む） その他の経常移転（受取） 1,590.4
一般政府 その他の経常移転（受取） 360.5
対家計民間非営利団体 その他の経常移転（受取） 3,226.2

（出所）表 2.6 に基づき、筆者作成。 
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表 3.9 現物社会移転の変化 
（単位：10億円） 

部門 項目 金額 

家計（個人企業を含む） 現物社会移転（受取） 3,586.7
一般政府 現物社会移転（支払） 360.5
対家計民間非営利団体 現物社会移転（支払） 3,226.2

（出所）表 2.6 に基づき、筆者作成。 

 

第 5 項 最終消費支出、貯蓄の変化 

表 3.10 は 終消費支出の変化を、表 3.11 は貯蓄の変化を

内訳とともに示す。 

終消費支出は表 3.10 の通り、141.4 兆円増加する。前

述の通り、家計が家計サービス生産等に用いる中間財、資

本財を 終消費から中間投入、総固定資本形成に組み替え

る。それにより、 終消費支出はそれぞれ 75.3 兆円、5.2 兆

円減少する。一方、家計が行う「自己使用のためのサービ

ス生産」に対する 終消費支出を 216.3 兆円計上する。市

場単位が行う「ボランティア活動によるサービス生産」を

家計の 終消費支出として、非市場単位が行う「ボランテ

ィア活動によるサービス生産」を各部門の 終消費支出と

して計上する。前者は 2.1 兆円、後者は計 3.6 兆円である。 

貯蓄は表 3.11 の通り、0.5 兆円増加する。前述の通り、

家計が家計サービス生産等に用いる中間財、資本財を 終

消費から中間投入、総固定資本形成に組み替えることによ

り、 終消費支出はそれぞれ 75.3 兆円、5.2 兆円減少、そ

の分、貯蓄は増加する。一方、「自己使用のためのサービス

生産」「ボランティア活動によるサービス生産」の 終消費

により、家計の貯蓄はそれぞれ 79.7 兆円、0.4 兆円減少す

る。家計サービス生産等を含む形に生産境界を拡張しても、

他の制度部門の貯蓄は変化しない。 

 

表 3.10 最終消費支出の変化 
（単位：10億円） 

部門 項目 金額 

一国経済 終消費支出 141,421.6
一国経済 （控除）中間投入への組み換え 75,293.1
一国経済 （控除）総固定資本形成への組み換え 5,236.5
家計（個人企業を含む） 終消費支出（自己使用のためのサービス生産） 216,280.9
家計（個人企業を含む） 終消費支出（ボランティア活動によるサービス生産） 2,083.7
家計（個人企業を含む） 終消費支出（調整） 0.0
一般政府 終消費支出 360.5
対家計民間非営利団体 終消費支出 3,226.2

（出所）表 2.6 に基づき、筆者作成。 
 

表 3.11 貯蓄の変化 
（単位：10億円） 

部門 項目 金額 

一国経済 貯蓄 468.5
一国経済 終消費支出減少（中間投入への組み換え） 75,293.1
一国経済 終消費支出減少（総固定資本形成への組み換え） 5,236.5
家計（個人企業を含む） 貯蓄（自己使用のためのサービス生産） -79,695.3
家計（個人企業を含む） 貯蓄（ボランティア活動によるサービス生産） -365.8
家計（個人企業を含む） 貯蓄（調整） 0.0

（出所）表 2.6 に基づき、筆者作成。 
 

第 6 項 純固定資本形成の変化 

表 3.12 は純固定資本形成の変化を内訳とともに示す。 

純固定資本形成は表 3.12 の通り、0.5 兆円増加する。家

計が家計サービス生産等に用いる資本財を 終消費から総

固定資本形成に組み替えことにより、総固定資本形成が 5.2

兆円増加、また家計サービス生産等に用いる耐久消費財を
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資本とすることにより、固定資本減耗が 4.8 兆円増加する

ためである。 

投資額、貯蓄額がそれぞれ同額分、増加し、貯蓄・投資

バランスは保たれる。一方、投資額、貯蓄額の増加分、期

末の非金融資産、正味資産が増加する。 

 
表 3.12 純固定資本形成の変化 

（単位：10億円） 

部門 項目 金額 

一国経済 純固定資本形成 468.3
一国経済 総固定資本形成 5,236.5
一国経済 （控除）固定資本減耗 4,768.0

（出所）表 2.6 に基づき、筆者作成。 
 

第 7 項 海外勘定への影響 

表 3.2 によれば、一国経済における財貨・サービスの輸

出入額は変化しない。同様に、表 2.6 によれば、海外から

の雇用者報酬（純）、財産所得の受け払いは変化しない。そ

の他の経常移転は使途側、源泉側がそれぞれ同額、変化し、

海外との取引に影響を与えない。 

したがって、家計サービス生産等を含む形に生産境界を

拡張しても、海外勘定のうち、経常取引は不変である。し

たがって、経常対外収支も不変である。 

表 2.6 によれば、資本移転等の使途側、源泉側はともに

変化しない。そのため、経常対外収支と資本移転等から成

る資本取引も不変である。 

表 2.6 によれば、金融勘定は変化しない。そのため、金

融取引も不変である。 

家計サービス生産等を含む形に生産境界を拡張しても、

海外勘定に影響は生じない。 

 

おわりに 

本稿は私市（2022）を基礎とし、家計サービス生産等を

含む形に生産の境界を拡張、それが家計勘定のみならず、

一国の経済循環を及ぼす影響を考察した。経済循環の表示

には「勘定連結形式」（勘定系列）を用いた。対象は 2016 年

の日本経済である。 

その結果、以下の 3 点が明らかになった。 

第一は、家計勘定に「自己使用のためのサービス生産」

を組み込むことによる経済循環の変容である。例えば、家

計がそれらの生産に投入・使用する財・サービスを、 終

消費から中間投入、総固定資本形成に組み替える。家計は

生産した当該のサービスを自身で消費する。 

第二は、家計勘定に「ボランティア活動によるサービス

生産」を組み込むことによる経済循環の変容である。例え

ば、組織におけるボランティア活動を、以下のように記述

する。 組織の産出額は、ボランティア活動の貨幣評価額分、

増加する。ボランティア活動の貨幣評価額を雇用者報酬と

して組織から家計に分配する。その後の扱いは、ボランテ

ィアサービスを生む組織が市場単位か、非市場単位かによ

り、異なる。市場単位の場合、家計はボランティア活動の

貨幣評価額を可処分所得とし、家計が当該のサービスを消

費する。非市場単位の場合、家計はボランティア活動の貨

幣評価額をその他の経常移転にて非市場単位に移転し、非

市場単位が当該のサービスを消費、家計に便益を与える。 

第三は、家計勘定に「自己使用のためのサービス生産」

「ボランティア活動によるサービス生産」を組み込むこと

による一国の経済循環への影響である。例えば、一国経済

の産出額、需要額はそれらサービスの生産額分、増加する。

貯蓄の変化分と純固定資本形成の変化分は等しく、資本勘

定において、純貸出（＋）／純借入（－）は変化しない。

そのため、家計サービス生産等の組み込みは金融勘定に影

響しない。 

今後の課題として、以下の 3 点をあげる。 

第一は、家計サービス生産等を含む勘定系列を勘定行列

で表すことである。完全接合性を持つ勘定系列は、勘定行

列で表すことができる。それにより、経済循環をより明確

に表すとともに、行列の特性を用いた部門の統合・分割、

乗数モデルへの展開などが可能になる。 

第二は、家計サービス生産等を含む経済モデルの開発で

ある。前述の通り、家計サービス生産は無償労働を通して、

労働供給に影響を与える。また「家計サービス生産」と「市

場サービス生産」は代替的または補完的な関係にある。さ

らに、今日、家計や組織が生むボランティアサービスはそ

の消費を通して、家計の便益に影響を及ぼす。社会保障政

策や少子高齢化、ボランティア活動が一国経済に及ぼす影

響を分析する場合、それらを経済循環のなかに体系的に捉

え、それに基づく経済モデルを構築することが必要である。 

第三は、海外におけるボランティア活動の評価である。

本稿では基礎統計の制約上、国内におけるボランティア活

動を貨幣評価した。今日、日本が海外に提供するボランテ
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ィア活動が当該国の経済成長や資本蓄積などに大きな貢献

を果たす。それらを適切に評価し、経済循環に組み込むこ

とが求められる。 
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